
志津川湾ラムサール条約登録湿地商品開発等補助金交付要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、ラムサール条約登録湿地である志津川湾の啓発を図るこ

とを目的として交付する志津川湾ラムサール条約登録湿地商品開発等補助金

（以下「補助金」という。）の交付等に関し、南三陸町補助金等交付規則（

平成１７年南三陸町規則第３３号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１） 商標の使用許諾（志津川湾ラムサール条約登録湿地商標使用取扱要

綱（令和４年南三陸町告示第１４号）第３条に規定する使用の許諾を

いう。以下同じ。）を受けている者であること。 

（２） 町税等の滞納がない者であること。 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、商標

の使用許諾を受けた新たな商品を開発し、商品化する事業又は商品パッケー

ジを製作する事業とする。 

２ 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表のと

おりとする。ただし、補助対象経費の合算額が５万円未満の場合は、補助対

象としない。 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額とし、３０万

円を限度とする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てた額とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、志津川湾ラムサール条約登録湿

地商品開発等補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。

）に次に掲げる書類を添えて、町長に申請しなければならない。 

 （１） 商品開発等事業計画書（様式第２号） 

 （２） 収支予算書 

 （３） 町税等の滞納がないことを証明する書類 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 （補助金の交付の決定及び通知） 

第６条 町長は、交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助

金の交付を決定したときは、申請者に対し志津川湾ラムサール条約登録湿地

商品開発等補助金交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする



。 

 （交付の条件） 

第７条 規則第６条の規定により付する条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 補助対象事業の内容の変更又は補助対象経費の２０パーセントを超

える額の変更をする場合においては、志津川湾ラムサール条約登録湿

地商品開発等補助金変更承認申請書（様式第４号。以下「変更承認申

請書」という。）により町長の承認を受けること。 

（２） 補助対象事業を中止し、又は廃止する場合においては、変更承認申

請書により町長の承認を受けること。 

（３） 補助対象事業が予定の期間内に終了しない場合又は補助対象事業の

遂行が困難になった場合においては、速やかに町長に報告し、その指

示を受けること。 

（実績報告） 

第８条 規則第１３条第１項の規定による報告は、志津川湾ラムサール条約登

録湿地商品開発等補助金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添え

て、町長に提出しなければならない。 

 （１） 商品開発等事業実績書（様式第６号） 

 （２） 収支精算書 

 （３） 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第９条 町長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、その内

容の審査及び必要な調査を行い、適当と認めたときは補助金の額を確定し、

志津川湾ラムサール条約登録湿地商品開発等補助金の額の確定通知書（様式

第７号）により通知するものとする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和４年５月３０日から施行する。 

別表（第３条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 

新商品開発事業 謝金、旅費、研究開発費、委託費 

商品パッケージ製作事業 謝金、旅費、委託費 

 

 


